





























責任に基づき 5億 5899 万 7667 円及びこれに対する遅延損害金の支払を求め
たところ，第 1審大阪地判平成 24 年 3 月 29 日⑴は，Y1 ～ Y3 に関する請求
について，連帯して 4億 7790 万 1063 円及び遅延損害金の支払を求める限度
で認容し，そのまま確定した。
この一部認容判決は確定したが，Y1 ～ Y3 が無資力のため，Xは回収で
きなかった。そこで，原審の判断を不服としてXは本控訴審において，「不
法行為に基づく請求を交換的に変更し，主位的に債務不履行に基づき，4億
7790 万 1063 円」及び「訴えの変更申立書送達の日の翌日である平成 25 年 2
月 1 日から支払済みまで商事法定利率年 6分の割合による遅延損害金を」，
そして「予備的に国家賠償法 1条 1 項又は 3 条 1 項に基づき，4億 7790 万
















は，公平の見地から」，Xの損害についてはXに「その 10 分の 7を負担させ」，
Y4に対しては「10 分の 3の部分について賠償を命じるのが相当である。」
結論として，「控訴人の当審における主位的請求は，1億 4764 万 3183 円




































しかし，まさに第三者が被害者となった事案として東京地判平成 25 年 3 月
















17 年 11 月 30 日⑽があるが，結論として，国賠請求を棄却しているので判例
的価値は乏しいであろう。

















の 20 第 3 号），「国家賠償法（…）による責任その他の民事上の責任（…）
の履行を確保するために必要な額として…いずれか高い額」（建築基準法に





決がある（横浜地判平成 24 年 1 月 31 日⒁）。この横浜地判平成 24 年は国賠
法の適用を前提としているが，公共団体である市の過誤責任は否定した。





政事件訴訟法 21 条の公共団体性が問われたのであるが，国賠法 1条の公共
団体と概念上区別する必然性もないと解される。







としたものがある（福岡地判昭和 55 年 11 月 25 日⒄）。さらに，精神衛生鑑
定医は地方公共団体の公務員であるとし，その精神鑑定・診療は国賠法の公

























































者責任を肯定したものとして，広島地福山支判昭和 54 年 6 月 22 日春日寮事
件27がある。しかし，この裁判例の判例的価値には疑問がある。というのは，





ここに，関連する判決に東京高判平成 21 年 2 月 26 日30がある。これは児
童養護施設の職員が故意に加害行為をした事案である。この東京高判平成








































































法 1条 1 項が適用されないということになり，大阪高判平成 26 年，東京地










































のみならず，東京地判平成 21 年 5 月 27 日や東京地判平成 25 年 3 月 22 日に
ついても説明が困難である。もちろん，指定確認検査機関＝公共団体説を横









ところで，最判平成 19 年児童養護施設事件は，国賠法 1条の適用の下，








⑵ TKC法律情報データベース文献番号 25540383。上告審 25506313。
⑶ 参照，板垣勝彦「保障国家における私法理論―契約・不法行為・団体理論への新た
な視覚―」宇賀克也編『行政法研究第 4号』（信山社，2013 年）113 頁以下。
⑷ 判タ 1304 号 206 頁。　
⑸ これに対して，債務不履行的構成は，消滅時効を除いて意義が小さいとする批判があ
る。西埜章『国家賠償法コンメンタール第 2版』（勁草書房，2014 年）115 頁。
⑹ 鎌野邦樹「最新判例批評」判例評論 615 号 185 頁。




⑼ 判時 1904 号 69 頁。
⑽ 判例地方自治 277 号 31 頁。
⑾ 判タ 1365 号 150 頁。
⑿ 米丸恒治「建築基準法改正と指定機関制度の変容」政策科学 7巻 3号 264 頁，安本典
夫『都市法概説第 2版』（法律文化社，2013 年）142 頁以下，板垣勝彦「耐震強度不
足のマンションの建築確認をめぐる損害賠償請求事件」自治研究 89 巻 6 号 144 頁，
西埜・前掲書 91 頁，110 頁，碓井光明『都市行政法精義Ⅱ』（信山社，2014 年）127 頁，
原田大樹『行政法学と主要参照領域』（東京大学出版会，2015 年）309 頁。
指定確認検査機関の民法に基づく責任が認められた事例（松塚） 115
⒀ 碓井・前掲書 126 頁以下。
⒁ 判タ 1389 号 155 頁。評釈として，板垣・前掲「耐震強度不足」137 頁以下。




⒃ 民集 61 巻 1 号 1 頁。
⒄ 判タ 433 号 52 頁。
⒅ 判タ 444 号 124 頁。
⒆ 佐賀地判平成 26 年 4 月 25 日判時 2227 号 69 頁。
⒇ 参照，塩野宏『行政法Ⅲ第 4版』（有斐閣，2012 年）99 頁，徳本広孝「『大学の法律
関係』の研究―国立大学法人における教育活動と国家賠償法 1条の適用可能性を中
心として」宇賀克也編『行政法研究第 3号』（信山社，2013 年）52 頁，拙稿「公共団
体とは何か」久留米大学法学 48 号 74 頁。
21 横田光平「最高裁判所民事判例研究」法学協会雑誌 125 巻 12 号 2799 頁。
22 阿部・前掲書 233 頁，拙稿・前掲「指定確認検査機関」16 頁。
23 参照，拙稿・前掲「指定確認検査機関」5頁。
24 例えば，最判昭和 30 年 4 月 19 日民集 9 巻 5 号 534 頁，最判昭和 53 年 10 月 20 日民
集 32 巻 7 号 1367 頁。
25 最判平成 19 年児童養護施設事件に関して，都道府県と施設の不真正連帯責任に肯定
的なものとして，阿部・前掲書 232 頁。
26 例えば，金子正史「指定確認検査機関のした建築確認の法的問題―横浜地裁平成 17
年 11 月 30 日判決を契機として（下）」自治研究 82 巻 10 号 51 頁以下。
27 判時 947 号 101 頁。
28 民集 61 巻 1 号 1 頁。
29 最判平成 19 年は社会福祉法人自体を公務員と位置付け，公務員の個人責任を否定し
たと構成できなくもない。これに対して，判旨の文言や従来の判例の扱いとは符合し
ないとするものとして，中原太郎「国家賠償責任と使用者責任（2）―近時の国家
賠償責任論が民法理論に示唆するもの―」法学 75 巻 1 号 36 頁。
30 TKC法律情報データベース文献番号 25464339。
31 最決平成 22 年 11 月 5 日 TKC法律情報データベース文献番号 25464340。
32 参照，金子宏・新堂幸司・平井宣雄編『法律学小辞典第 4版補訂版』（有斐閣，2008 年）。
判例では，最判昭和 50 年 2 月 25 日民集 29 巻 2 号 143 頁がある。
京女法学　第 9号116
33 判タ 1298 号 227 頁。
34 参照，最判昭和 50 年 2 月 25 日民集 29 巻 2 号 143 頁。
35 判時 1648 号 86 頁。控訴審大阪高判平成 10 年 12 月 11 日判例地方自治 202 号 30 頁は
原判決をほぼ維持し，控訴を棄却している。評釈として，杉田雅彦「園児監禁死亡事
故による損害賠償請求控訴事件」判例地方自治 209 号 25 頁以下。
36 西埜・前掲書 119 頁，塩野宏『行政法Ⅱ第 5版補訂版』（有斐閣，2013 年）304 頁。
37 参照，拙著『民営化の責任論』（成文堂，2003 年）152 頁以下。
38 参照，増森珠美「時の判例」ジュリスト 1365 号 125 頁。
